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制度の概要

出典：厚生労働省「介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等について（報告）」（第136回社会保障審議会介護保険部会 資料4、令和8年9月18日）
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制度の概要

出典：厚生労働省「介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等について（報告）」（第136回社会保障審議会介護保険部会 資料4、令和8年9月18日）
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届出対象の介護サービス種類（１／２）

介護サービス事業者経営情報データベースシステム（以降「本システム」という。）で用いるサービス名

を以下に示します。

本システムで用いるサービス名は、介護保険におけるいくつかのサービス名をまとめたものになって

いる点に注意ください。

• グレー色になっているサービスは、本制度の報告対象外です。 備考介護保険の対象サービス名
介護サービス事業者経営情報データベースシステム

サービス名サービス種類コード

・訪問介護訪問介護110
・訪問入浴介護 ・介護予防訪問入浴介護訪問入浴介護120
・訪問看護 ・介護予防訪問看護訪問看護130

・訪問リハビリテーション ・介護予防訪問リハビリテーション訪問リハビリテーション140
・通所介護通所介護150
・通所リハビリテーション ・介護予防通所リハビリテーション通所リハビリテーション160

特定福祉用具販売、介護予防特定福祉用具販
売も併せて実施している場合は、それらも含む・福祉用具貸与 ・介護予防福祉用具貸与福祉用具貸与170

空床利用型を除いた事業所が対象・短期入所生活介護 ・介護予防短期入所生活介護短期入所生活介護210
・認知症対応型共同生活介護 ・介護予防認知症対応型共同生活介護
・認知症対応型共同生活介護（短期利用型）
・介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用型）

認知症対応型共同生活介護320

・特定施設入居者生活介護のうち有料老人ホーム
・特定施設入居者生活介護（短期利用型）のうち有料老人ホーム
・介護予防特定施設入居者生活介護のうち有料老人ホーム

有料老人ホーム33A

・特定施設入居者生活介護のうち軽費老人ホーム
・特定施設入居者生活介護（短期利用型）のうち軽費老人ホーム
・介護予防特定施設入居者生活介護のうち軽費老人ホーム

軽費老人ホーム33B

・地域密着型特定施設入居者生活介護のうち有料老人ホーム
・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用型）のうち有料老人ホーム有料老人ホーム36A

・地域密着型特定施設入居者生活介護のうち軽費老人ホーム
・地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用型）のうち軽費老人ホーム軽費老人ホーム36B
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届出対象の介護サービス種類（２／２）

備考介護保険の対象サービス名
介護サービス事業者経営情報データベースシステム

サービス名サービス種類コード
・居宅介護支援居宅介護支援430

空床利用型の短期入所生活介護、介護予防短期入
所生活介護を併せて実施している場合はそれらを含む・介護福祉施設サービス介護老人福祉施設510

・介護保健施設サービス ・短期入所療養介護（介護保健施設）
・介護予防短期入所療養介護（介護保健施設）介護老人保健施設520

空床利用型の短期入所生活介護、介護予防短期入
所生活介護を併せて実施している場合はそれらを含む・地域密着型介護福祉施設入所者生活介護地域密着型介護老人福祉施設540

・介護医療院サービス ・短期入所療養介護（介護医療院）
・介護予防短期入所療養介護（介護医療院）介護医療院550

・夜間対応型訪問介護夜間対応型訪問介護710
・認知症対応型通所介護 ・介護予防認知症対応型通所介護認知症対応型通所介護720
・小規模多機能型居宅介護 ・介護予防小規模多機能型居宅介護
・小規模多機能型居宅介護（短期利用型）
・介護予防小規模多機能型居宅介護（短期利用型）

小規模多機能型居宅介護730

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護定期巡回・随時対応型訪問介護看護760
複合型サービスとは、訪問看護及び小規模多機能型居
宅介護の組合せにより提供されるサービス

・複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）
・複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護・短期利用型）看護小規模多機能型居宅介護770

・地域密着型通所介護地域密着型通所介護780
報告対象外・居宅療養管理指導 ・介護予防居宅療養管理指導居宅療養管理指導310

報告対象外・特定施設入居者生活介護のうち養護老人ホーム、
・介護予防特定施設入居者生活介護のうち養護老人ホーム養護老人ホーム33C

報告対象外・地域密着型特定施設入居者生活介護のうち養護老人ホーム養護老人ホーム36C
介護予防支援は、居宅介護支援事業所が指定を受け
て実施する分(令和６年4月以降)も含め報告対象外・介護予防支援介護予防支援460
介護療養型医療施設は、2024年3月31日を以って廃
止のため報告対象外

・介護療養型医療施設サービス ・短期入所療養介護（介護療養型
医療施設）・介護予防短期入所療養介護（介護療養型医療施設）介護療養型医療施設530

報告対象外・総合事業 訪問型サービス訪問型サービス(総合事業)A20
報告対象外・総合事業 通所型サービス通所型サービス(総合事業)A60
報告対象外・総合事業 その他の生活支援サービスその他の生活支援サービス(総合事業)A90
報告対象外・総合事業 介護予防ケアマネジメント介護予防ケアマネジメントAF0
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介護サービス事業者からの報告項目

出典：厚生労働省「介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等について（報告）」（第136回社会保障審議会介護保険部会 資料4、令和8年9月18日）
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• 収益・費用等の報告の際、データを入力する画面では各会計基準・準則ごとの勘定科目に合わせた

入力項目を用意しています。各会計基準の項目に沿って値を入力してください。なお、WEB画面の

入力項目は、以下の会計基準・準則に対応した勘定科目を使用できるようにしています。

• 社会福祉法人会計基準

• 介護老人保健施設会計・経理準則

• 介護医療院会計・経理準則

• 病院会計準則

• 指定老人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計・経理準則

• 営利法人やNPO等、上記以外の法人については、システムへの報告用に用いる勘定科目を別途定

義しています。

• 報告項目の詳細は、操作マニュアルの3.3.(2)『「損益計算書等データ登録」を行う』の『勘定科目

一覧』をご確認ください。

報告する収益・費用等のデータ内容

社会福祉法人会計基準の場合（一部抜粋）
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経営情報の報告単位（1／2）

経営情報の報告は、原則、介護事業所・施設単位で行うものとします。

なお、介護事業所・施設単位とは、指定を受けたサービス種別（「訪問看護サービス事業所」「訪問入浴

介護サービス事業所」「介護予防訪問入浴介護サービス事業所」 等）ごとになります。

※同一事業所番号であっても、サービス種別が異なる場合は異なる事業所・施設となります。

介護サービス事業者A

介護事業所・施設単位で
収益・費用等のデータを登録

→介護事業所①、介護事業所②及び介護事業所③の
3つの収益・費用等のデータを登録

介護事業所・施設単位の報告（原則）

介護事業所①

介護事業所①の
経営情報を届出

介護事業所②

介護事業所②の
経営情報を届出

介護事業所③

介護事業所③の
経営情報を届出
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経営情報の報告単位（2／2）

経営情報の報告について、介護事業所・施設ごとの会計区分を行っていない場合などのやむを得ない

場合は、例外として拠点単位や法人単位で報告することとしても差し支えありません。

介護事業所⑤介護事業所④ 介護事業所⑧

拠点単位で
経営状況を管理

法人単位で
経営状況を管理

介護サービス事業者B 介護サービス事業者C

介護事業所⑨ 介護事業所⑩

拠点単位で
収益・費用等のデータを登録

→拠点Aと拠点Bの
2つの収益・費用等のデータを登録

法人単位で
収益・費用等のデータを登録

→介護サービス事業者Cの
1つの収益・費用等のデータを登録

拠点A

例外①：拠点単位の報告 例外②法人単位の報告

介護事業所⑦介護事業所⑥

拠点単位で
経営状況を管理

拠点B
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報告の対象となる介護サービス事業者は、毎会計年度終了後、３月以内に経営情報の届出を行う必要

があります。ただし、令和8年10月の報告受付再開後のスケジュールについては、下表の通りとします。

報告スケジュール

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

報告期間

会計年度

報告期間

会計年度

報告期間

会計年度

令和６年度 令和７年度 令和８年度再開後報告
スケジュール

事業所A
会計年度
４～３月

事業所B
会計年度
10～９月

事業所C
会計年度
１～12月

＜参考：本システム再開後の報告の取扱い＞
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厚生労働省サイトの案内
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厚生労働省サイトの案内

「介護サービス事業者経営情報データベースシステム」に関する通知、事務連絡や説明会資料等は、以

下の厚生労働省サイトに随時掲載します。

介護サービス事業者経営情報データベースシステム（厚生労働省）

https://www.mhlw.go.jp/stf/tyousa-bunseki.html

報告にあたっては、上記サイトの以下の情報もご活用ください。

【介護サービス事業者経営情報データベースシステム】 操作方法説明スライド

• 本システムの詳細な操作方法を記載した資料です。本資料外の機能については、こちらの資料

を参照してください。

問い合わせ支援コンテンツ

• お問合せの種類に応じて、疑問の解消に役立つマニュアルをご案内する資料です。都道府県等

へお問い合わせいただく前にご確認ください。
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